
森林整備事業実施要領の運用について 

 

令 和 ４ 年 ８ 月 ９ 日 

４ 林 第 ３ ８ ７ 号 

最終改正  令 和 ６ 年 ７ 月 ９ 日 

６ 林 第 ４ ４ ３ 号 

  

 森林整備事業の実施に当たっては、「京都府森林整備補助金交付要綱」（平成

14 年京都府告示第 643 号）、「森林整備事業実施要領」（平成 15 年１月７日５森

第 104 号。以下「要領」という。）、森林整備事業検査要領（昭和 49 年６月 24

日付け９林第 494 号。以下「検査要領」という。）、「森林環境保全整備事業実施

要綱」（平成 14 年３月 29 日付け 13 林整整第 882 号 農林水産事務次官依命通

知）、「森林環境保全整備事業実施要領」（平成 14 年３月 29 日付け 13 林整整第

885 号林野庁長官通知）及び「森林環境保全整備事業実施要領の運用」（平成 14

年 12 月 26 日付け 14 林整整第 580 号林野庁森林整備部整備課長通知。以下「国

運用」という。）、「農山漁村地域整備交付金実施要項」（平成 22 年４月１日付け

21 農振第 2453 号農林水産事務次官依命通知）及び農山漁村地域整備交付金実

施要領（平成 22 年４月１日付け 21 林整計第 336 号林野庁長官通知）に規定す

るもののほか、この運用の定めるところによるものとする。 

 

（施設の維持管理） 

第１ 京都府広域振興局の長（京都市、向日市、長岡京市及び乙訓郡大山崎町

にあっては、京都府京都林務事務所の長）（以下「振興局長等」という。）は、

森林整備事業により実施した施設の維持管理について、その実施状況の監督

を行う。特に、当該施設が台風や積雪等により被害を受けたことが想定され

る場合は、事業主体に対して、速やかに現地を確認し、必要な補修等を行う

よう指導するものとする。 

  なお、鳥獣害防護柵を設置した場合は、別紙第７号様式に基づく台帳作成

に努めるものとする。 

 

（人工造林に係る事前計画） 

第２ 振興局長等は、人工造林に係る事前計画の提出があった場合、補助要件

に適合する見込みがあるか、伐採作業と造林作業の連携が図られているか等

について確認し、必要に応じて、事前計画を提出した者に対し、事業の効率

的な実施などの指導・助言を行うものとする。 

 



（補助金の査定単位の設定について） 

第３ 補助金の査定単位の設定に当たっては、事業主体から申請のあった施行

地の区分を基本として取り扱う。 

 ただし、査定単位の一部に、以下に掲げる間伐又は更新伐が含まれる場合

にあっては、当該間伐の査定単位とその他の間伐の査定単位又は当該更新伐

の査定単位とその他の更新伐の査定単位に分け、それぞれ算定する。 

(１) 施行地の面積１ヘクタール当たりの伐採木の搬出材積が 10 立方メー

トルに満たない間伐又は更新伐 

(２) 伐採方法が異なる間伐又は更新伐 

(３) 路網や作業ポイントが異なる間伐又は更新伐 

 

（森林経営計画の作成等に関する同意書） 

第４ 事業主体が要領の第４の２又は３の規定により補助金交付申請を行う場

合は、別記第１号様式を作成し、補助金交付申請書と併せて提出すること。 

２ 別記第１号様式又は林業成長産業化促進対策実施要領の運用について（平

成 28 年７月８日付け８林第 416 号）に規定する別記第１号様式若しくは第

２号様式（以下「同意書」という。）を受理した振興局長等は、別紙第２号様

式により、その写しを関係市町村長に送付するものとする。 

３ 同意書を提出した事業主体は、同意書に記載の森林について森林経営計画

の認定を受けた場合、別記第３号様式により振興局長等に報告するものとす

る。 

 

（森林経営計画作成状況の管理） 

第５ 振興局長等は、市町村長と連携して、同意書に記載された森林における

森林経営計画の作成状況の把握に努め、別記第４号様式により一覧表を作成

して適正に管理するものとする。 

 

（４回目以降の下刈りの必要性の確認書類） 

第６ 要領第５の２の(１)の表中の現地写真の項中のアのなお書きに規定する

現地写真その他の資料の様式は、別記第５号様式のとおりとする。 

２ 原則として、下刈り実施予定年の３～６月またはその前年の９～11 月の時

点で下記の条件に該当する場合に、４回目以降の下刈りの実施を認めること

とする。 

 (１) 植栽木の樹高が全体的に競争雑草木より高い状態にないこと。なお、

「全体的に競争雑草木より高い状態」とは、次に掲げるものに該当する

場合をいう。 



  ア 植栽木の樹冠が周辺の雑草木から半分以上露出している。 

  イ 植栽木の樹冠の半分以上が周辺の雑草木に覆われているが、梢端は露

出している。 

(２) ササ類・キイチゴ類・草本類（以下、「雑草集団」という。）の優占し 

ている施行地において、植栽木の樹高が全体的に競争雑草集団より高い

状態にあるが、雑草集団の最大の高さを超えていない。 

(３) 雑草集団に該当しない木本類（以下、「雑木集団」という。）の優占し

ている施行地において、植栽木の樹高が全体的に競争雑木集団より高い

状態にあるが、下刈り実施予定年中にその状態でなくなることが見込ま

れる場合。 

 

（事業主体が整備・保管する現地写真） 

第７ 要領第５の２の(１)の表中に規定する現地写真は、原則、撮影時に位置

情報を記録し、撮影した写真と併せて保管すること。 

２ 事業実施前及び事業完了後の写真は、事業の実施状況がわかるように、別

表の基準により撮影する。 

３ 写真撮影にあたっては、撮影日が記録されるよう設定し、次の事項を記載

した掲示板を文字が判読できるように被写体とともに撮影すること。 

(１) 事業主体名 

(２) 施行箇所 

(３) 施行地の概況（樹種、林齢、面積等） 

(４) 事業種目 

(５) 事業実施前、後の別 

(６) 作業完了年月日（事業完了後の写真のみ） 

４ 上記の写真を撮影した位置を要領第５の２の(１)に規定する施業図に記入

し、写真と併せて整備・保管すること。 

 

（ＧＮＳＳ等による測量の精度） 

第８ 要領第５の３の(３)のウの(イ)に規定する精度は水平距離３メートル以

内とする。 

２ 前項の精度を確保するために、すべての測点において下記の条件を概ね満

たすものとする。 

 なお、測量作業は可能な限り中断せず速やかに実施するものとする。 

(１) 衛星数が 12 以上であること。 

(２) ２Ｄの標準偏差が 0.45 以下又は２ＤＲＭＳが 5.0 以下であること。 

(３) ＰＤＯＰが 3.2 以下であること。 



(４) データ取得数が 20 以上であること。 

(５) ＳＢＡＳにより補正されていること。 

 

（現地検査及び書類検査の体制について） 

第９ 振興局長等が検査要領第３条第２項の規定により１名体制で現地検査を

行う場合は、以下のとおり実施するものとする。 

(１) 位置情報付きカメラ及びこれとは別の位置情報が記録できる機器を併

用し、複数の機器により検査箇所の位置情報を記録する。 

(２) (１)で撮影・記録した位置情報をそれぞれ森林情報システム等で確認

する。 

(３) いずれの機器においても、位置情報が取得出来ていない場合又は位置

情報が施業図等と合致しない場合は、２名体制で再度現地確認を行う。 

 

（検査野帳） 

第 10 検査員が作成する検査要領第５条第２項の規定による野帳の様式は、別

記第６号様式のとおりとし、施行地毎に作成して検査調書とともに保管する

ものとする。 

２ 振興局長等は、検査調書及び野帳を活用して、提出された書類等を複数回

確認することで、適正に検査するものとする。 

 

（事業主体としての要件の確認） 

第 11 振興局長等が検査要領第 17 条の(１)のアの規定により認定された森林

経営計画等を確認する場合は、認定権者（市町村の長等）が保管する森林経

営計画等、確実に有効な計画書により確認すること。 

 

（竣工検査時に撮影する検査状況写真） 

第 12 検査員が撮影する検査要領第 42 条による写真は、検査状況がわかるよ

うにし、検査者及び立会人が判別できるようにすること。 

２ 写真撮影にあたっては、撮影日が記録されるよう設定し、次の事項を記載

した掲示板を文字が判読できるように被写体とともに撮影すること。また、

その際、原則として位置情報を記録すること。 

(１) 事業主体名 

(２) 事業箇所 

(３) 事業地の概況（樹種、林齢、面積等） 

(４) 事業種目 

(５) 検査結果（標準地調査の結果等） 



(６) その他特記事項 等 

３ 前項(１)から(４)については、補助金交付申請書の申請番号の記載で代え

ることができるものとする。 

 

   附 則 

１ この運用は令和６年７月９日から施行する。 

２ この運用による改正前の本通知に基づき実施している事業については、な

お従前の例による。 

 



別表

時期 必要枚数 留意事項

作業前・後 施行地ごと１枚以上 標準的な作業箇所とすること

作業前 施行地ごと１枚以上 植生の区分及び草丈の寸法が確認できるように撮る

作業前・後 施行地ごと１枚以上 標準的な作業箇所とすること

作業中 施行地ごと１枚以上 現場で車両系林業機械を使用していることが分かるように撮る

片付けのみ 作業前・後 施行地ごと１枚以上 標準的な作業箇所とすること

下刈 作業前・後 施行地ごと近景１枚以上、遠景１枚以上 作業状況、占有植生、植栽木の競合状態が確認できるように撮る

下刈（４回目以降） 作業前・後 施行地ごと近景２枚以上、遠景２枚以上 下刈りの必要性を証するに足る現地写真その他の資料を添付すること

植栽、補植、雪起こし、

倒木起こし、枝打、除伐、

保育間伐、間伐、更新伐、

一貫作業、花粉発生源植替え

作業前・後 施行地ごと１枚以上 標準的な作業箇所とすること

選木 作業前・後 施行地ごと１枚以上 伐倒対象木のマーキング状況が確認できるように撮る

保育間伐、更新伐

（気象害等の被害地の場合）
作業前 施行地ごと１枚以上 作業状況写真とは別に撮る

作業中 申請ごと１枚以上 車両系、架線系が確認できるように撮る

本数 集積後 はい積みごと１枚以上
集積した本数が確認できるように撮る

検寸野帳と本数が合致すること

寸法 はい積みごと搬出木３本以上
⾧さ、末口径にテープをあて、寸法が確認できるように撮る

検寸野帳で撮影した搬出木が確認出来ること

作業前 施行地ごと１枚以上 標準的な作業箇所とすること

作業後 施行地ごと１枚以上

支柱（利用立木）にポールを立て、ネット高が確認できるように撮る

支柱（利用立木）間にテープを張り、支柱（利用立木）間隔、アンカー間隔が確認でき

るように撮る

既設獣害防護柵の支柱補修 作業前・後 施行地ごと１枚以上
標準的な作業箇所とすること

既設の支柱が再利用不可であることが確認できるように撮る

作業前 施行地ごと１枚以上 標準的な作業箇所とすること

作業後 施行地ごと１枚以上
資材タイプ、支柱本数（資材タイプが硬質筒状（チューブ）の場合）が確認できるよう

に撮る

作業前・後 路線ごと２枚以上 「起点・終点」「構造物」相当箇所を撮る

作業後 路線ごと１枚以上 路面にポールを置き、幅員が確認できるように撮る

全工種 作業前 箇所ごと１枚以上 簡易構造物設置箇所の作業前状況を撮る

全工種 作業後 箇所ごと１枚以上 出来高数量が確認できるように撮る

復旧（気象害等の

被害地の場合）
作業前 箇所ごと１枚以上 作業状況写真とは別に撮る

※１ 写真は、原則として撮影箇所の位置情報が確認出来るものとする。

※２ 写真には、「事業主体名」、「施行箇所」、「施行地の概要」、「作業種」、「事業実施前後の別」、「作業完了年月日」を記載した掲示板等を映し込んで管理すること

被害状況

森林作

業道整

備

開設、改良

作業状況

幅員

簡易構造物

間伐、更新伐、一貫作業、

花粉発生源対策促進事業（搬

出を伴う場合）

搬出状況・搬出方法

搬出木

（現地検寸等で市場等の伝票

が無い場合）

獣害防

止施設

等整備

獣害防護柵・立木利用柵 作業状況

作業状況

単木防除 作業状況

作業状況

作業種 撮影対象

造林

・

保育

地拵え

刈り払い機
作業状況

占有植生（植生の区分及び草丈）

一貫作業システム
作業状況

車両系林業機械使用状況

作業状況

作業状況・植栽木の競合状況

作業状況・植栽木の競合状況

作業状況

被害状況

























第７号様式

※本台帳は防護柵を設置後10年程度保存すること

見回り記録

年月日 点検・補修の状況 ※写真を撮影した場合は添付すること

設置状況

延⾧

事業主体
名称

所在地

図面

区分 ※植栽等の測量実測図を添付すること

防護柵本体

スカートネット

支柱間隔

有 ・ 無

防　護　柵　点　検　台　帳

整理番号 設置年度所在地

備

考

点検時の留意事項

・防護柵の高さは十分に確保されているか。

・防護柵の破損はないか。

・防護柵の下部の浮き上がりはないか。


